
 

図 1-1 対パキスタン国別援助方針の目的体系図 
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パキスタンは南西アジア地域及びイスラム諸国の中
で、政治･経済面で重要な役割を担っており、また、
我が国と伝統的に友好関係にあるとともに、我が国は
パキスタンにとって最大の貿易相手国であるなど密接
な経済関係を有すること
高い人口増加率、低い識字率、失業の増大、エネル
ギーの不足、恒常的な財政赤字･貿易赤字等困難な経
済社会問題に直面しながら積極的に国内開発に取り組
んでおり、援助需要が高いこと
近年、パキスタンは資源外交上重要性を増している中
央アジア諸国へのゲートウェイという地政学上重要な
位置を占めるようになっていること
経済の自由化、国営企業の民営化を含む各種規制緩和
を進めており、97年2月に成立したシャリフ政権から
もかかる動きを推進していること
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